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問合せ先 常務取締役経営管理本部長 信岡 孝一 
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子会社設立及び新たな事業開始に関するお知らせ 

 

 当社は、2021 年 9 月 22 日開催の取締役会において、以下のとおり、新たな事業の開始にあたり 100%子会社

を設立することを決議し、2021 年 9 月 30 日に株式会社スマートヘルスネットを設立いたしましたのでお知ら

せいたします。 

記 

1. 子会社設立の目的及び新たな事業開始の趣旨 

 当社は、1946 年創立以来電子デバイスを活かした様々な商材を開発し、直接、間接的に小売店、飲食店、

ホテル、病院など幅広い業種に販売してまいりました。この度、これまで培ってきた局所的なデジタイゼ

ーションから、グループ全体の経営資源を活用し、新たな価値を創造すべくＤＸ（デジタルトランスフォ

ーメーション）を推進、健康・教育・環境分野を主軸にグローバル展開を図ることを視野に、新会社設立

を 2021 年 9 月 22 日開催の当社取締役会で決議し、2021 年 9 月 30 日に株式会社スマートヘルスネットを

設立いたしました。 

 新会社では、グループ全体の経営資源を活用した新たな事業創出を目指す観点から、当社の代表取締役

会長兼社長である村田 三郎が代表取締役、(元)ＪＴＢコミュニケーションズ代表取締役である清水 洋

一郎が取締役に就任するとともに、新たに医療、技術分野で積んできた経験とグローバルな展開への実績

をベースに永年医療機器関連で取引関係が深い畑 宏芳（現三洋テクノソリューションズ鳥取株式会社代

表取締役会長）が取締役に就任し、当社グループとの関係強化に加え事業規模の拡大を目指します。 

  



２．新設した子会社の概要  

（1）名称 株式会社スマートヘルスネット 

（2）所在地 東京都文京区本郷三丁目 26 号６号 ＮＲＥＧ本郷三丁目ビル 

（3）代表者及び取締役の 

役職・指名 

代表取締役  村田 三郎 

取 締 役  清水 洋一郎 

取 締  役  畑 宏芳 

（4）事業内容 主に医療・健康、教育、環境分野におけるハードウェア、ソフトウェア、

コンテンツの供給・配信、サービスの提供及び輸出入販売関連事業 

・専用タブレット端末を利用した入院及び在宅患者向け情報提供・配信サ

ービスと e コマース事業 

・コンテンツを含むインフォームドコンセント支援システム及び情報サー

ビス事業 

・医療及びヘルスケア、セルフメディケーション支援情報サービス事業 

・医療及びヘルスツーリズム事業 

・エデュテインメント（エンターテイメントと教育）と AI を活用した教育

事業 

・アジア圏、中東地域への輸出入を含めた事業 

（5）資本金 80,000,000 円 

（6）設立年月日 2021 年 9 月 30 日 

（7）決算期 3 月 31 日 

（8）大株主及び持株比率 株式会社ＴＢグループ 100％ 

（9）上場会社と当該会社との

間の関係 

資本関係 当社 100%出資の子会社であります。 

人的関係 当社の代表取締役である村田三郎が当該会社の代表取締

役を兼務、当社子会社の取締役である清水洋一郎が取締

役を兼務いたします。 

取引関係 開設準備中です。 

 

  



３．新たな事業の概要 

 新会社では、病院から在宅医療に至るまで患者・家族のＱＯＬ向上、医療機関の質的向上と効率化を支

援する電子デバイス（特許取得）の供給とＩｏＴ技術を活用した当該デバイスのネットワーク化による

様々なサービス及びコンテンツの総合的な提供事業を推進し、周辺事業も取込み事業領域の拡大を目指し

ます。また、同様のプラットフォームを利用し、電子デバイスとＶＲ、ＡＩを活用したエデュテイメント

分野に進出、グローバルに事業展開を図るとともに、“質の高い医療と教育を世界へ”との目標のもと、事

業推進による持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成に貢献してまいります 

 

４．日程 

（1） 取締役会決議日 2021 年 9 月 22 日 

（2） 会社設立日   2021 年 9 月 30 日 

（3） 事業開始日   2021 年 11 月 1 日 

 

５．新たな事業のために特別に支出する予定額の合計額 

現時点において特別に支出する予定はございません。 

 

６．今後の見通し 

本件が、当社グループの業績に与える影響は今期においては軽微であります。今後、業績に与える影響

について開示すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

以上 


